平成２６年２月１９日

知的財産権法研究会　著作権判例研究

著作物（創作性）
第１　総論
１　著作物の意義
著作物＝「思想又は感情を創作的に表現したものであって、文芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するもの」（著作権法２条１項１号）【
】
⇒要素　　　　①思想又は感情を「表現」したもの
　　　　　　　②「創作的」に表現したもの

　　　　　　　③文芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するもの
ｃｆ　翻案～「著作者は、その著作物を翻訳し、編曲し、若しくは変形し、又は脚色し、映画化し、その他翻案する権利を専有する。」（著作権法２７条）
ｃｆ　二次的著作物～「著作物を翻訳し、編曲し、若しくは変形し、又は脚色し、映画化し、その他翻案することにより創作した著作物をいう。」（著作権法２条１項１１号）
２　最高裁判例
（１）最判平成９年７月１７日民集５１巻６号２７１４頁（ポパイ事件）
	●漫画において一定の名称、容貌、役割等の特徴を有するものとして反復して描かれている登場人物のいわゆるキャラクターは、著作物に当たらない。 

●二次的著作物の著作権は、二次的著作物において新たに付与された創作的部分のみについて生じ、原著作物と共通し、その実質を同じくする部分には生じない。


（２）最判平成１２年９月７日民集５４巻７号２４８１頁（タイプフェイス事件）
	●印刷用書体が著作権法２条１項１号にいう著作物に該当するためには、従来の印刷用書体に比して顕著な特徴を有するといった独創性及びそれ自体が美術鑑賞の対象となり得る美的特性を備えていなければならない。


（３）最判平成１３年６月２８日民集５５巻４号８３７頁（江差追分事件）
	●言語の著作物の翻案とは、既存の著作物に依拠し、かつ、その表現上の本質的な特徴の同一性を維持しつつ、具体的表現に修正、増減、変更等を加えて、新たに思想又は感情を創作的に表現することにより、これに接する者が既存の著作物の表現上の本質的な特徴を直接感得することのできる別の著作物を創作する行為をいう。 

●思想、感情若しくはアイデア、事実若しくは事件など表現それ自体でない部分又は表現上の創作性がない部分において既存の言語の著作物と同一性を有するにすぎない著作物を創作する行為は、既存の著作物の翻案に当たらない。


３　創作性の意義
（１）伝統的見解
　作成者の何らかの個性が表現されたもの
←【問題】機能的・事実的著作物（例えば、設計図、プログラム）【
】について
（２）最近の有力説
　「表現の選択の幅」【
】と捉える見解（中山信弘「著作権法」５２頁）
４　表現上の創作性のないもの
（１）江差追分事件判決

●「表現上の創作性がない部分」において既存の言語の著作物と同一性を有するにすぎない著作物を創作する行為は、既存の著作物の翻案【
】に当たらない。
●最高裁判所判例解説民事編平成１３年度１８事件【髙部眞規子】は、「同一性を有する部分の内容を個々に検討し、思想、感情若しくはアイデア、事実若しくは事件など表現それ自体でない部分又は表現上の創作性がない部分において、同一性を有するにすぎないと判断【
】し、さらに全体的、総合的な観察【
】をして、本件ナレーションが本件プロローグを翻案したものとはいえないと判示した事例」として、意義があると指摘する。

（２）表現上の創作性のないもの（髙部眞規子「実務詳説　著作権法」３５頁参照）
	①　既存の作品を模倣し、新たな表現が付け加えられていない場合

②　文章自体がごく短く又は表現上制約があるため他の表現が想定できない場合（但し、俳句や標語）

③　表現が平凡かつありふれたものである場合【
】



	


５　田村教授にご指摘頂いた点

（１）参考文献

●侵害の一般論

①知的財産法政策学研究Vol.４１（２０１３）、Vol.４２（２０１３）「著作権の保護範囲に関し著作物の「本質的な特徴の直接感得性」基準に独自の意義を認めた裁判例（１）（２）―釣りゲータウン２事件」田村善之

●翻案

②知的財産法政策学研究Vol.４１（２０１３）、Vol.４２（２０１３）「著作権法における侵害要件の再構成（１）（２）」―「複製又は翻案」の問題性―上野達弘

●創作性

③知的財産法政策学研究Vol.２８（２０１０）「事実に基づく表現と創作性」―ライブドア裁判傍聴記事件―渡部俊英

④知的財産法政策学研究Vol.１５（２００７）「模写における創作性の判断基準」―豆腐屋事件―村井麻衣子

（２）江差追分最高裁判決
　「表現上の本質的特徴の直接感得」という基準に独自の意味があるか？「表現上の本質的特徴」とは、現行法の「創作的表現」と同じ意味ではないか（前掲上野達弘）？

髙部調査官の考えとして、写り込みやパロディにおいて侵害を否定する意図があるかも？しかし、そのような解釈論を「権利の内容」の問題として処理することが妥当なのか【
】？
（３）著作物性と著作権保護範囲の相関関係
　著作物性のバーは高く設定しないが、保護範囲を狭くする考え方（アメリカ）。⇔これにたいし、高いハードル、強い保護（ドイツ）

　飯村判事は以前アメリカ的思考だったが、最近は方向転換か（ネット社会の影響）？
第２　各論
１　舞踊：「Shall we ダンス?」事件

東京地裁平成24年2月28日判決(平成20年(ワ)第9300号)

当事者

東京都葛飾区＜以下略＞

原告 Ａ(わたりとしお・プロダンサー、振付師)

同訴訟代理人　骨董通り法律事務所

被告 株式会社角川書店

同訴訟代理人弁護士　染井・前田・中川法律事務所

被告補助参加人 株式会社アルタミラピクチャーズ

同訴訟代理人弁護士 TMI

事案の概要

映画「Shall we ダンス?」のダンスシーンで用いられたダンスの振付を創作したと主張する(被告は「指導した」と反論)原告が、上記映画のビデオの販売等・TVでの二次使用によって、原告の有する上記ダンスの振り付けに係る著作権（複製権，上映権，公衆送信権及び頒布権）が侵害されたと主張した事案。

経緯・本件映画公開前

(1) 原告は，平成８年公開の「本件映画」において，ダンスの振り付けや指導を行い，自らもダンサーとして出演した。

被告は「本件映画」のの著作権を有している製作委員会の幹事会社の承継人。

(2) 被告は，被告補助参加人に本件映画の制作を委託し，「被告補助参加人代表者」は，原告に本件映画の製作への参加を依頼し，原告は本件映画の製作に参加した。

(3) 原告は，本件映画のダンスシーンで用いられるダンスの振り付けを考案し，役者らにダンスの振り付けを指導した（甲２０，２５，原告本人，証人Ｂ）。

(4) 本件映画のエンドクレジットには，「ダンス演出・振付 Ａ」との表記がある。

(5) 被告は，本件映画を平成８年１月２７日に日本において劇場公開した。

本件映画公開後

(1) 平成８年　「本件映画」公開
ダンス指導及びダンス演出に相当する対価として総額６０５万８４６０円の支払を受けている（被告主張）
ダンス指導料の実費（タイムチャージ計算）と演出料９７万８５００円（１月当たり４０万円をベースとした金額）を受けているにすぎない（被告主張）

(2) 同年９月　ビデオレンタル開始

(3) 平成９年１月ころ，ビデオテープ・LD販売開始
このころ原告は多忙（売れっ子）→その後発病

(4) 平成13年2月　原告破産宣告受ける
破産財産として本件振り付けの著作権や本件映画の二次使用料の請求権等を届出ず。

(5) 平成１９年まで，何ら二次利用について追加報酬の請求や異議等を述べたことなし。

事件の背景について

・業界慣習上、振付師の収入は1曲・1CMごとに料金を支払う(ワン・チャンス)

・条文上、舞踊は著作物と成り得る(10条1項3号)。

・実演家の権利はワン・チャンス主義だが、著作権者の権利はランニングが取れる。

・実演家の権利は当該実演そのものの録音、録画等を禁ずる手段に過ぎず、第三者の実演を止めることは出来ない。

・実演：著作物を、演劇的に演じ、舞い、歌い、口演し、朗詠し、又はその他の方法により演ずること(これらに類する行為で、著作物を演じないが芸能的な性質を有するものを含む)(2条1項3号)

かっこ書→手品・パントマイムを含み、スポーツ選手の実技を含まない趣旨と解される(加戸)。

実演家：実演を行う者及び実演を指揮し、又は演出する者

・本事件は、振付に著作物性が認められれば、映画等の映像はそれの実演であるので、少なくとも著作権侵害は追求することが出来るものであると考えられる。

・社交ダンスは、基本ステップが決まっていて、教科書にも掲載されている。その一連の選択(原告「抽出」)・組み合わせがダンスになる。

・社交ダンスのスポーツ版として、競技ダンスが存在する。

裁判所の判断

原告は全21シーンの振付を特定(但し映画の実演から特定・舞踏譜は提出せず)したが、裁判所は全て著作物性を認めなかった。

この判断の基準として、「このような既存のステップの組合せを基本とする社交ダンスの振り付けが著作物に該当するというためには，それが単なる既存のステップの組合せにとどまらない顕著な特徴を有するといった独創性を備えることが必要である」を採用。

この判断の手順は、

(1) 「役者の上半身のみ」・「顔を中心とした一部分のみ」のシーンは、映画に再製されていないとして著作物性判断の対象から除外。

(2) 各々の残る部分から、さらに振付が再製されている部分を特定(例：シーン9について(1)～(20)に小分して、(1)～(2)及び(8)～(11)を対象とした。)。

(3) それぞれについて、社交ダンスの基本ステップと比較してその差を抽出(例：シーン9についてフラメンコタップの変形とパソドブレを男女ともその場で一回転する動作を挟んで繰り返す)

(4) 全てについて「独創性が認められるほどの顕著な特徴があるとはいえない」と判断。

先行裁判例

・舞踏著作物は、振付が何らの媒体に固定されていない限り、自己の著作物の立証が難しく、また侵害者の行為態様の立証も難しいため。事件も少ない。

・振付師側勝訴の判決は、その全てが振付の著作物性を争わずに、その帰属・被告適格等の主体的要件が争われた事件であり、また、侵害被疑行為が完全コピー状態の実演であるため、一振付中の著作物性を有する部分と無いのとの振り分け・固定化過程を経て振付が表現されているかの論点に触れる必要がない案件である。

・ベジャール事件(アダージェット事件)

東京地裁平成10年11月20日判決

http://www.youtube.com/watch?v=YCxs-AVKZbE
振付の著作物性は殆ど争点とならず、無許可上演の救済が争点となっている。

・日本舞踊事件

福岡高裁平成14年12月26日判決

http://hanabusa-ryu.com/award.html
日本舞踊の流派の創始者であり家元であった原告が、師範であって一度は家元を継承したがその後に破門した娘等対して、舞踊の振付に関する著作権の確認と差止め及び損害賠償を求めた事件(権利の帰属(継承→譲渡?上演許諾?・破門→解除?)は面白いのだが略)。

・手遊び歌事件

東京地裁平成21年8月28日判決

手遊び歌収録のDVD付き書籍について、DVD収録の5曲分の振付の著作物性が一争点となる。裁判所はいずれも「ありふれたものであり、創作性を有する著作物であるものと認めることは出来ない。」とする。

考察

・舞踏の著作権保護について　実は特定論で失敗している事件ではないか

・裁判所の判断手順の如く一連の侵害被擬物を細分化するとその一部分は創作性が認めづらくなることは明白である。

・しかも、社交ダンスは基本ステップ集の教科書が存在し、競技性を有する動作であることから、創作性は(1)　基本ステップの変形(2)基本ステップのつなぎ(3)基本ステップの順序に現れることは、これまた明白である。

(編集著作物の権利の解釈に似るのではないか?(適性検査テストシートの著作物性について平成14年11月15日 東京地裁 平成14(ワ)4677号。テストシートと本件の大きな差は(2)つなぎの有無))

・従って、本件における振付に対して著作物性を認めなかったことは妥当

・本件は「再現される振付の直接の著作物性」が認められなかった案件であるが、それでは、振付を絵画化(舞踏譜化)して、それを一緒に渡しておいたらどのようになるのか?
少なくとも舞踏譜に対する著作物性の存在は疑いが無くなり、侵害論は「著作物の再製」からスタート出来るのではとの疑問有り

・著作隣接権と著作権の振分けについて　誰が著作権者か

・実演が必要な著作物の形式を考えてみると(1)脚本が実演されて演劇・朗詠となる。(2)楽譜が実演されて演奏・歌唱となる。それに対して本件は振付が実演されて舞踊となる場合において、舞踏譜の作成(固定化)を省略していると解される。

・クラッシック音楽演奏を考えると、作曲家が当該音楽を固定化した楽譜を作成して、演奏家が実演する。ここにおいて作曲家と演奏家との権利分配は、中間に楽譜が存在するが故に明瞭に分離可能である。

・ジャズの即興ピアノソロ演奏を考えると、作曲家兼演奏家が実演しながら音楽を固定化する。この場合には一の主体であるので、権利分配は名目上は不要だが、著作権者は第三者に権利を及ぼす場有りがあり得るので、「なにが著作物か」の考察は実質的に必要である。

・ジャズコンボがその一のメンバが作曲した楽曲を演奏することを考えると、当該楽曲は他のメンバのアドリブ的演奏・それを受けた他のメンバの演奏によって当該楽曲の原曲は変形する。その変形後の楽曲を改めて楽譜化したときには、実演家が著作権者となる場合があり得るのではないか。

→ベジャールの振付はこの舞踏版のようにも思えるのだが。

・映画に収録された振り付けの特殊性に係る問題
　仮に著作物性が認められた場合において以下の論点が存在し、原告はこれについて主張を行ったが、裁判所は判断をしなかった。

・映画の著作権と振り付けの著作権の衝突
・完成した映画の利用に対して権利行使ができる者→「クラシカル・オーサー」と呼ばれる者であり，具体的には，著作権法１６条で映画の著作物の著作者から除外されている者，すなわち，「その映画の著作物において翻案され，又は複製された小説，脚本，音楽その他の著作物の著作者」である。映画の製作に参加することを約束した者が，映画製作の過程で新たに創作したものは，上記「その他の著作物」には該当しない。

・原告が，本件映画の二次使用料を受け取る権限がないことを自認していたか
・原告は破産宣告を受けたが，その際，自己の全財産を破産財産として届け出なければならないことを認識していたにもかかわらず，本件振り付けの著作権や本件映画の二次使用料の請求権等を届け出ていない。
・本件映画が製作された当時，劇場用映画が公開後に様々な方法で二次利用されることは社会的に広く認知されていた。原告は，遅くとも平成１１年３月ころには本件映画が二次利用されていることについて認識していたが，その後，平成１９年に至るまで，何ら二次利用について追加報酬の請求や異議等を述べたことはなかった。
・業界慣行
・映画関連業界において，振り付けについて権利処理が行われたり，二次使用料等が支払われたりすることはなく，業界の関係者にそのような処理が必要であるとの認識もない。

２　プログラムの著作権

（１）ディスクパブリッシャー事件
東京地裁平成24年12月18日判決（平成24年（ワ）第5771号）
当事者
原告　情報処理機器並びにその周辺機器の開発，製造，販売，保守及び賃貸，ソフトウェアの企画，開発，設計，製造，販売及び保守等を目的とする株式会社
被告　コンピュータソフト及び関連機器の開発・販売，ソフトウェア業等を目的とする株式会社
事案の概要
　被告が「原告ソフトウェアのプログラムは，被告の著作物である別紙目録２記載のソフトウェア（「iDupli Bravo with Disk Publisher」以下「本件ソフトウェア」という。）のプログラムを複製又は翻案したものであり，原告が原告ソフトウェアを製造，販売する行為は，被告が保有する本件ソフトウェアのプログラムの著作権（複製権（著作権法２１条）又は翻案権（同法２７条）及び譲渡権（同法２６条の２第１項））の侵害行為に該当するとともに，被告の営業秘密である本件ソフトウェアのプログラム等の不正使用の不正競争行為（不正競争防止法２条１項７号）に該当することを理由に，原告に対し，著作権法１１２条１項及び不正競争防止法３条１項に基づく原告ソフトウェアの製造，販売の差止請求権を有する」などと主張していることに対し、原告が上記各差止請求権の不存在の確認を求めた事案。
経緯
　原告は，原告と被告間の平成２０年８月５日付け業務委託基本契約（以下「本件業務委託基本契約」という。）に基づいて，平成２２年８月ころ，被告から，ＣＤ，ＤＶＤ，ブルーレイディスク等の光ディスク（記憶媒体）へのデータの書き込みからレーベル印刷（盤面印刷）までを自動で行う機能を有する装置である，いわゆ「ディスクパブリッシャー」を制御するソフトウェアの開発業務の委託を受け，同年１２月ころまでに，その成果物である本件ソフトウェアを製作し，被告に納入した。 
本件業務委託基本契約の７条は，「個別契約に基づき作成された成果物」の所有権及び著作権（著作権法２７条，２８条の権利を含む。）は，被告が「個別契約で定める請負金額全額」を原告に支払うことによって，原告から被告に移転する旨規定している。
被告は，遅くとも本件口頭弁論終結日（平成２４年１０月９日）までに，本件ソフトウェアをインストールしたディスクパブリッシャー（製品名「Bravo se Disc Publisher」等）の販売を開始した。 
原告は，平成２３年９月ころから，ディスクパブリッシャーを制御するソフトウェアである原告ソフトウェア（「群刻」）の製造，販売を行っている。 
被告の代理人弁護士は，原告の代理人弁護士に対し，平成２３年１２月２８日付け通知書）をもって，①原告が現在被告と競合する同一のソフトウェアを販売していることは，原告が被告から「iDupli」を請け負い製作した契約に違反する違法行為であるのみならず，著作権侵害及び営業秘密侵害である，②「群刻」のソフトウェアそのものが被告の著作権及び営業秘密侵害であるが，被告とエプソンチャイナ社との間で「iDupuli」を「EPSON製PP-100」等にバンドルするとの秘密の商談の内容を知って，これを利用して自らの取引にしたことも，被告の営業秘密の侵害であり，契約違反でもあるなどと通知。
　原告，平成２４年２月２９日，本件訴訟を提起。
争点１　著作権侵害の成否
争点２　不正競争行為の成否（省略）
争点に対する判断
プログラムにおいて，コンピュータ（電子計算機）にどのような処理をさせ，どのような機能を持たせるかなどの工夫それ自体は，アイデアであって，著作権法による保護が及ぶことはなく，また，プログラムを著作権法上の著作物として保護するためには，プログラムの具体的記述に作成者の思想又は感情が創作的に表現され，その作成者の個性が表れていることが必要であるが，プログラムは，その性質上，プログラム言語，規約及び解法による表現の手段の制約を受け，かつ，コンピュータ（電子計算機）を効率的に機能させようとすると，指令の組合せの具体的記述における表現は事実上類似せざるを得ない面があることからすると，プログラムの作成者の個性を発揮し得る選択の幅には自ずと制約があるものといわざるを得ない。
一方，複製とは，印刷，写真，複写，録音，録画その他の方法により著作物を有形的に再製することをいい（著作権法２条１項１５号参照），著作物の再製は，当該著作物に依拠して，その表現上の本質的な特徴を直接感得することのできるものを作成することを意味するものと解され，また，著作物の翻案とは，既存の著作物に依拠し，かつ，その表現上の本質的な特徴の同一性を維持しつつ，具体的表現に修正，増減，変更等を加えて，新たに思想又は感情を創作的に表現することにより，これに接する者が既存の著作物の表現上の本質的な特徴を直接感得することのできる別の著作物を創作する行為をいうものと解される（最高裁判所平成１３年６月２８日第一小法廷判決・民集５５巻４号８３７頁参照）。
以上の諸点に鑑みると，原告ソフトウェアのプログラムが本件ソフトウェアのプログラムの複製又は翻案に当たるかどうかを判断するに当たっては，まず，本件ソフトウェアのプログラムの具体的記述における表現上の創作性を有する部分と原告ソフトウェアのプログラムの具体的記述とを対比し，原告ソフトウェアのプログラムの具体的記述から本件ソフトウェアのプログラムの表現上の本質的な特徴を直接感得することができるかどうかを検討する必要があるというべきである。
被告が主張する本件ソフトウェアのプログラムにおける表現上の工夫は，いずれも本件ソフトウェアの機能を述べるものにすぎず，それらは，プログラムの具体的記述における表現それ自体ではないアイデアであって，著作権法による保護が及ぶものではないから，その主張自体，本件ソフトウェアのプログラムの具体的記述における表現上の創作性を基礎付けるものではない。
また，別紙１ないし１２から明らかなとおり，被告が主張する本件ソフトウェアのプログラムのソースコードの記述における表現上の創作性を有する部分と原告ソフトウェアのプログラムのソースコードの具体的記述とは，一部分において共通する箇所があるものの，一致しているとはいえない。
さらに，上記共通する箇所は，原告が主張するように，第三者（Baidu社）が提供しているオープンソースソフトウェアを利用した記述や，マイクロソフト社の「Visual Studio」が自動生成するソースコードを利用した記述， マイクロソフト社が公開している関数の名称（ 「OnSize 」，「AddString 」， 「LoadBitMap 」， 「SetTimer 」， 「AddPage 」，「GetDlgItem 」， 「IMPLEMENT_DYNCREATE 」， 「AfxMessageBox 」，「IMPLEMENT_DYNAMIC」等）の記述，コンピュータプログラムの文法上一般的に使用される表現を用いたもの（「While」文等）など，いずれもありふれた表現であって，作成者の個性が表れているものとはいえない。
以上によれば，被告が本件ソフトウェアのプログラムのソースコードの記述における表現上の創作性を有すると主張する部分は，そもそも表現上創作性を認めることはできないし，また，被告が主張する原告ソフトウェアのプログラムの具体的記述から本件ソフトウェアのプログラムの表現上の本質的な特徴を直接感得することはできない。
したがって，本件ソフトウェアのプログラムのソースコードの記述における表現上の創作性を有する部分と原告ソフトウェアのプログラムのソースコードの記述とが表現上の本質的な特徴が同一であるとの被告の主張は採用することはできない。
以上のとおり，原告ソフトウェアのプログラムの具体的記述から本件ソフトウェアのプログラムの表現上の本質的な特徴を直接感得することができないから，その余の点について判断するまでもなく，原告ソフトウェアのプログラムが本件ソフトウェアのプログラムを複製又は翻案したものと認めることはできない。
したがって，原告が原告ソフトウェアを製造，販売する行為が，被告が保有する本件ソフトウェアのプログラムの著作権（複製権又は翻案権及び譲渡権）の侵害行為に該当するとの被告の主張は理由がないから，被告が，原告に対し，著作権法１１２条１項に基づいて，原告ソフトウェアの製造，販売の差止請求権を有するものとは認められない。
（２）占いソフト事件
東京地裁平成２２年４月２８日判決（平成１８年（ワ）第２４０８８号）
当事者
原告　平成７年５月に有限会社として設立され，平成１２年２月に株式会社に組織変更された，コンピュータによるデータの処理及び通信並びにソフトウエアの開発，制作及び販売等を目的とする資本金１０００万円の株式会社
被告ホールディングス　平成７年９月に設立された株式会社であり，平成９年９月に商号を「株式会社インデックス」に変更するとともに会員を対象とした情報提供サービスの仲介・斡旋等を主たる事業とし，平成９年１０月からはモバイルコンテンツ配信サービスを開始
被告インデックス　会社分割により被告インデックスは、被告ホールディングスから全事業を承継
被告Ａ　平成9年から被告ホールディングスの代表取締役
有限会社アカデメイア
占い，心理学，文化教養関連のスクール運営等を目的とする会社であり，その代表者はＣである。アカデメイアは，各種メディアに対する占いコンテンツの原稿制作，配信原稿の提供，各種占いサイトの企画，開発，運営等を業としている。
事案の概要
本件は，原告が，被告らに対し，主位的に，別紙第１ソフトウェア目録記載のソフトウェアについて，著作権(複製権，翻案権，公衆送信権〔送信可能化権を含む。〕)侵害，著作者人格権(同一性保持権，氏名表示権)侵害若しくはプログラム著作権のみなし侵害(著作権法１１３条２項)の不法行為又は著作物の利用許諾契約違反の債務不履行に基づいて，損害賠償金３３億８０２８万３４２３円(弁護士費用３０００万円を含む。)及びこれに対する遅延損害金の支払を求めるとともに，被告Ａに対し，著作権(複製権，翻案権，公衆送信権〔送信可能化権を含む。〕)侵害の不法行為又は著作物の利用許諾契約違反の債務不履行に基づいて，損害賠償金５５０万円及びこれに対する遅延損害金の支払を求めるなどした事案。
経緯
　原告は，平成１０年ころから被告ホールディングスにサーバ等のハードウェアを販売し，その保守管理の委託を受けていたが，平成１１年ころからはプログラム開発の受注も受けるようになった。
　被告ホールディングスの配信するコンテンツには，主に原告代表者が作成したプログラムが使用されていた。また，これらコンテンツのプログラム，データが蔵置されていた被告ホールディングスのサーバは，すべて原告代表者が選定して被告ホールディングスに納入し，その構成を設定したものであり，被告ホールディングスは，原告にそれらすべてについて保守管理を委託していた。これらのサーバには原告代表者のみしか知らない管理者用パスワードが設定してあり，原告代表者以外の者が保守管理をすることはできないようにされていた。原告代表者は，主にｔｅｌｎｅｔを利用した遠隔操作により上記サーバの保守管理をしていたが，必要に応じて被告ホールディングスに出向いてサーバの保守管理に当たることもあった。
　平成12年3月、被告サーバが設置されていたビルの点検に伴う停電後に原告がサーバを速やかに復旧しなかったこと契機に原被告間で争いとなる。
平成12年6月15日本件確認書締結、平成15年7月提起の前訴を経て平成18年10月30日本訴提起。
争点（創作性を中心にまとめました）
１プログラムの創作性
２言語の創作性
３美術の創作性
４損害の発生
５損害の額
１プログラムの創作性
ア「②恋愛の神様」の星座を求めるプログラムのソースコードの内容及びその処理内容は，概略，生年月日の月と日から，当該生年月日がどの星座に相当するかを判定するために，まず，月を示す数値をswitch－case文で各月に場合分けした上で，それぞれの月の中で，if－else文で上限日以下の日付であれば該当する星座に相応する番号を(星座の境界日は月の途中にあるため。)，それ以外の場合には別の星座に相応する番号を返すというものである。
生年月日の月と日によって決定される星座を求めるに当たり，まず月を場合分けし，その月の中にある２つの星座の境界日によって，どちらかの星座に振り分けるというのはプログラム作成過程におけるアイディア又は解法にすぎない。しかるところ，これらは著作権法による保護の対象外であり，これをそのまま表現したか，あるいはこれを平凡な選択によるありふれた表現手法で表現した場合には，実質的にはアイディア又は解法に従っただけのものとして，その表現には創作性がないものというべきである。
そこで，上記星座を求めるプログラムについて検討するに，上記アイディア又は解法を表現する表現手法は限定されているところ，このプログラムは，いずれも極めて基本的な命令であるswitch－case文とif－else文とを組み合わせて単純な条件分岐をするだけの平凡な構文で，上記アイディア又は解法をそのまま表現したか，あるいはありふれた表現手法で表現したにすぎず，創作性を認めることはできない。
イ原告は，「②恋愛の神様」の星座を求めるプログラムにつき，スペースや改行位置，変数名などの部分に創作性が認められる旨を主張するが，プログラムとは，「指令を組み合わせたものとして表現したもの」(著作権法２条１項１０号の２)であって，これら指令の組み合わせと関わり合いのない部分は，そもそもプログラムとしての創作性ともかかわりのない部分である。それをさておいても，星座を求めるプログラムのスペースや改行位置に格別の個性の発露は見いだし難く，変数名にしても，月を「m」，日を「d」，星座番号を「s」としただけの全くありふれた表現であり，いずれにせよ，創作性を想定することはできない。
ウまた，原告は，生まれた月日に対応した星座名を求めるアルゴリズムには多数の表現が選択し得る旨を主張する(原告の提示した例が，「②恋愛の神様」の星座を求めるプログラムではなく，「②－１旧恋愛の神様」の星座を求めるプログラムに基づくことはさておくこととする。)。
しかし，原告の上記主張の前提とされているのは，アルゴリズムが単に「誕生日と星座との対応関係」であるということであるが，アルゴリズムとは，「問題を解決する定型的な手法・技法。コンピューターなどで，演算手続きを指示する規則。算法。」(広辞苑第６版)のことであり，何ら課題解決に向けた取決めを含まないものはアルゴリズムということはできない。原告が主張する「アルゴリズム」とは，解決技法ではなく，解決課題そのものをいうにすぎず，原告の上記主張のようにアルゴリズムを限定しないならば，表現の数を膨らますことができるのは当然である。しかしながら，著作権法にいうプログラムの創作性とは，ある解法(アルゴリズム)を表現するに当たっての創作性のことであり，解法が異なるプログラムを対比することは，アイディア又は解法を対比しているにすぎず，無意味である。
もっとも，原告が主張する例示の表現中には，前記説示の「②恋愛の神様」の星座を求めるプログラムの解法と異ならない解法の下に記述されたとみ得るものも散見されないではない。しかしながら，プログラム言語においてはその命令数が限定され，自ら命令語を作出する余地はなく，文法においても厳密に定義されたものに機械的に従うほかないこと，そして，プログラムが機能的な表現であって，だれがその作成に当たっても効率性という方向に必然的に向かうことなどにかんがみれば，プログラムの表現には自ずと一定範囲の常識的な実用的慣用的表現というものが生じるのであり，その部分はありふれたものとして独占を許すべきではないから，プログラムの創作に当たっての表現の選択とは，上記の要請からくるありふれた表現の範囲があることを考慮して判断すべきものである。しかるところ，前記説示の「②恋愛の神様」の星座を求めるプログラムの解法と異ならない解法の下に記述されたとみられるものも，括弧，スペース，インデント等の有無，位置という前述のとおりプログラムの創作性とはかかわりのない部分が相違するだけのものか，あるいは比較演算子，条件演算子の変更などという限定された選択が相違しているだけのものであって，いずれもありふれた選択の範囲の中にあるものにすぎない。自らがした表現のほかにもありふれた表現があり得るからといって，自らの表現がありふれた表現でないことになるものではない。
原告の上記主張は，採用することができない。
エ上記のとおり，そもそも「②恋愛の神様」の星座を求めるプログラムの表現そのものからして既に創作性が認められない以上，その余の創作性に係る原告の主張につき判断するまでもなく，上記プログラムに創作性を認めることはできない。
（日干計算のプログラム、九星を求めるプログラム、年月日を求めるプログラム、主語性を求めるプログラム、相性占いの結果データ定義ファイル、相性占いの星座定義ファイル・・・・・などの創作性を否定したが、詳細は省略）
２言語の創作性
別紙言語対比表別紙１及び無番　創作性がないか原告が著作者と認められない
別紙言語対比表２ないし６など　原告代表者が文章を作成していない
別紙言語対比表別紙７の文章
ア別紙言語対比表別紙７の文章のうち，コンテンツの説明(対比２～４，１９，２３～２６)，利用規約(対比５，６，１４)，注意事項・指示説明(対比８～１３，１５～１８，２０～２２，２７～２９)は，単語あるいはごく短い文章であるか，単に別の文章を引き写したものであるか，コンテンツの企画，方向性，機器，規約，占いの仕様など(これらは表現とはいえない。)によってほぼ自動的にその内容が定まるものか，常識的な内容とする限りは誰が作成してもほとんど同様の文章にならざるを得ないものであり，格別の表現上の工夫も見らないのであって，創作性を認め難い。
イ一方，「ごめんなさい，恋愛の神様は風邪で寝込んでいます。しばらくして風邪が治るころに再度トライお願いします。m( ．.)m 恋愛の巫女より」(対比１)，「もうお別れなの？さみしいな，また来てね～(;c;/～～～ 今解約しても月末ぎりぎりで解約しても利用料金は同じだから，もう少し使ってくださいな。それに来月，プレゼントが当たるかもしれないよ～って未練
がましいですが，またのご利用を首を長～くしてお待ちしております。」(対比７)については，サイトそれ自体を女性として擬人化し，柔和な表現で相手の気持ちを鎮めつつ，うちに秘めた自己主張を流出させている表現であり，インターネットサイトにおける謝罪や顧客引き止めという機能を目的とした表現の類とはいえ，創作性を認める余地がないではない。
そこで，この文章について作成者を検討すると，対比１については前記１(3)ア(ｲ)に摘示の証人Ｂ（注：被告ホールディングズに在籍していた企画開発の現場責任者）の証言にかんがみて，同人が著作したものと認められる。一方，対比７に係る同人の証言はないが，その内容からみて女性が作者とみる方が自然であることや，対比１からの一連の流れの文章とみられることなどにかんがみると，同部分も証人Ｂが著作したと考えるのが相当である。
したがって，別紙言語対比表別紙７の文章については，創作性がないか，創作性が認められる部分があるとしても当該部分は原告代表者が作成したものとは認められない。
３美術
(1) 原告白黒画像
ア前記第２，１(7)に認定のとおり，原告代表者は「ルーンの書」を見たものと認められる上，ルーン文字には各種様々あるにもかかわらず(甲１１１の１・２)，「恋愛の神様(ＮＴＴドコモ)」におけるルーン文字と「ルーンの書」のルーン文字とが一致していることは，単なる偶然であるとすることは困難であり，原告白黒画像及び原告カラー画像は，この「ルーンの書」の絵を参考にしたものと認められる。
ところで，「ルーンの書」の表紙裏には，四方が不規則に欠けた状態の長方形に点々が入って(欠けた部分については表面よりも多く)て石版状に見える石の上に，ルーン文字が書かれている絵が掲載されている。
イ原告白黒画像は，別紙美術対比表３及び４の左欄のとおりであるところ，これは，四方が不規則に欠けた状態の長方形の中に適宜に点(ドット)をランダムに入れて(欠けた部分については表面よりも多く)石版を表した画像を３種類ほど用意し，これにルーン文字を上書きし，このうち正逆(上下)のあるものはこの画像を１８０度回転させたというものである(甲１９の２)。
ウ石版の上にルーン文字が書かれているという構成は，上記「ルーンの書」の絵にかんがみて，ありふれた構成と認められる。そして，古来から伝わるルーン文字についてはもとより原告代表者が創作したものではなく，原告白黒画像のルーン文字部分はこのルーン文字をそのまま表現しているだけであるから，原告代表者が作成したといえるのは背景の石版部分だけである。そして，原告白黒画像で着目されかつ構成の中心となるのはルーン文字である一方，その背景の石版は格別これを見る者に着目されるところではなく，単に石版であることが分かればそれで十分といえる部分である。しかるに，不規則に欠けた状態の長方形に点(ドット)を打ち込んで石を表現するというのはありふれた表現手法にすぎないものであり，原告白黒画像はそのようなありふれた表現手法をそのまま用いて，具体的表現に当たり，欠けた部分の不規則さ，点の数を微調整しているにすぎないのであるから，ありふれた表現の範囲を出ない。
したがって，原告白黒画像を全体と観察して，そこに既存のモチーフを離れた新たな創作性が付与されているものとは認め難く，原告白黒画像に創作性を認めることはできない。
(2) 原告カラー画像
ア原告カラー画像は，別紙美術対比表の１及び２の左欄のとおりであるところ，これは原告白黒画像の各ルーン石部分と新たに設定した背景部分にルーン石同士で同じ色の組合せが生じないように配色したほか，ルーン文字を影付き文字として石に刻み込まれた状態を表し，更にルーン石の下に影を付けたというものである。
以上のような加工を原告白黒画像に加えたことにより，原告カラー画像は，既存のモチーフを離れた新たな創作性が付与されたものというべきであり，原告カラー画像には創作性を認めることができる。
イ被告らは，原告カラー画像は「ルーンの書」の絵にささいな改変を加えたにすぎない旨を主張するが，２５個のルーンとその背景の配色にはほぼ無限の組合せがあるのであり，既存の著作物に色を付けたものが当然に新たな著作物となるものではないとしても，そのほかの加工も加味すれば，原告カラー画像には創作性があるというべきである。
被告らの上記主張は採用することができない。
４損害の発生
著作権法１１４条２項は，売上げ減少による逸失利益の推定規定と解されるから，権利者が当該著作物を利用していない場合には逸失利益が発生する前提を欠くため，同項の適用はないと解すべきである。これを本件についてみるに，原告は，平成１７年４月１日から平成２０年１０月２４日までの間，原告カラー画像を使用したことはなく，コンテンツ配信サービスを行っていないのであるから(弁論の全趣旨)，同項の損害の推定規定を適用する前提を欠き，同項を適用することはできない。
原告は，原告はいつでも携帯コンテンツの運用による収益可能性を有していたから著作権法１１４条２項の適用がある旨を主張するが，現実に当該著作物を利用していなかった以上，同項を適用する余地はない。原告の主張は，採用することができない。
５損害の額
１ 著作権法１１４条３項
原告の著作権法１１４条２項の主張中には，印税率に言及した部分も見られるから，原告は，著作権法１１４条２項の適用がない場合には，著作権法１１４条３項の規定を適用することを黙示的に主張しているものと解される。被告ホールディングス又は被告インデックスが故意に原告カラー画像に係る原告の公衆送信権(送信可能化権を含む。)を侵害したと認めるに足りる
証拠はないが，原告と両被告との上記著作権侵害に至る経緯にかんがみれば，両被告とも，上記著作権侵害につき，少なくとも過失はあるものと認められる。
売上高　「恋愛の神様(ＮＴＴドコモ)」，「恋愛の神様(ＫＤＤＩ)」及び「恋愛の神様(ソフトバンク)」の平成１７年４月１日から平成２０年１０月２４日までの間の売上高は，１０億５７５０万円を下らないものと認められる。
使用料率　この点に係る当事者の具体的主張，立証はないが，１０％を下回るものではないと推認される。
寄与率　被告カラー画像のコンテンツに占める寄与割合は，上記全期間に上記全コンテンツを平均して１００分の１が相当と認める。
使用料　被告カラー画像の公衆送信(送信可能化を含む。)に対して原告が原告カラー画像の著作権の行使について受けるべき金銭の額に相当する額は，次のとおり１０５万円となる。
(記)10億5750万円×10％×(1/100)≒105万円
期間の按分　被告インデックスが単独で不法行為を行っていた期間は，平成１７年４月１日から平成２０年１０月２４日までの約４３か月のうち，平成１８年６月１日から平成２０年１０月２４日までの約２９か月である。したがって，被告インデックスが単独で不法行為を行っていた期間の損害額は，次のとおり７０万円と認められる。
(記)105万円×(29/43)≒70万円
したがって，被告ホールディングス及び被告インデックスが連帯責任を負う損害額は，次のとおり３５万円となる。
(記)105万円－70万円＝35万円
弁護士費用　被告インデックスが単独で行った不法行為につき７万円，被告ホールディングス及び被告インデックスが連帯責任を負う不法行為責任につき３万円が相当と認める。
まとめ　以上から，被告ホールディングス及び被告インデックスが原告に対して連帯負担する損害賠償額は３８万円，被告インデックスが原告に対して負担すべき損害賠償額は７７万円となる(合計１１５万円)。
（３）占いソフト事件控訴審
知財高裁平成２３年２月２８日判決（平成２２年（ネ）第１００５１号）
第1審原告の控訴棄却
原判決中、被控訴人･控訴人（第1審被告）敗訴部分を取り消す。

裁判所の判断
(1) プログラムの創作性及び翻案権侵害等の有無について
ア 著作権法が保護の対象とする「著作物」であるというためには，「思想又は感情を創作的に表現したもの」であることが必要である（同法２条１項１号）。思想又は感情や，思想又は感情を表現する際の手法やアイデア自体は，保護の対象とならない。例えば，プログラムにおいて，コンピュータにどのような処理をさせ，どのような指令（又はその組合せ）の方法
を採用するかなどの工夫それ自体は，アイデアであり，著作権法における保護の対象とはならない。
また，思想又は感情を「創作的に」表現したというためには，当該表現が，厳密な意味で独創性のあることを要しないが，作成者の何らかの個性が発揮されたものであることが必要である。この理は，プログラムについても異なることはなく，プログラムにおける「創作性」が認められるためには，プログラムの具体的記述に作成者の何らかの個性が発揮されていることを要すると解すべきである。もっとも，プログラムは，「電子計算機を機能させて一の結果を得ることができるようにこれに対する指令を組み合わせたものとして表現したもの」（同法２条１項１０号の２）であり，コンピュータに対する指令の組合せという性質上，表現する記号や言語体系に制約があり，かつ，コンピュータを経済的，効率的に機能させようとすると，指令の組合せの選択が限定されるため，プログラムにおける具体的記述が相互に類似せざるを得ず，作成者の個性を発揮する選択の幅が制約される場合があり得る。プログラムの具体的表現がこのような記述からなる場合は，作成者の個性が発揮されていない，ありふれた表現として，創作性が否定される。また，著作物を作成するために用いるプログラム言語，規約，解法には，著作権法による保護は及ばず（同法１０条３項），一般的でないプログラム言語を使用していることをもって，直ちに創作性を肯定することはできない。
さらに，後に作成されたプログラムが先に作成されたプログラムに係る複製権ないし翻案権侵害に当たるか否かを判断するに当たっては，プログラムに上記のような制約が存在することから，プログラムの具体的記述の中で，創作性が認められる部分を対比し，創作性のある表現における同一性があるか否か，あるいは，表現上の創作的な特徴部分を直接感得できるか否かの観点から判断すべきであり，単にプログラム全体の手順や構成が類似しているか否かという観点から判断すべきではない。
イ 個別的判断
(ｱ) 星座を求めるプログラム
「②恋愛の神様」のプログラムの一部を構成する星座を求めるプログラムは，生年月日の月と日の値を受け取り，星座を示す整数値を返す関数を，switch文とif文を用いて月ごとに日付に応じた値を返すように切り換えることにより表現するものである。同プログラム中の，生年月日の月と日によって決定される星座を求めるに当たり，上記の計算や処理を行う点は，作成におけるアイデアであるといえる。「②恋愛の神様」のプログラムは，上記アイデアを実現するために，基本的な命令であるswitch-case 文if-else 文を組み合わせて単純な条件分岐をする，一般的，実用的な記述であり，その長さも短いものであるから，作成者の個性が発揮された表現と評価することはできない。なお，プログラムの作成当時，多用されていなかったＰＨＰ言語を使用したという事情があるからといって，作成者の個性を認める理由とはならない。
したがって，「②恋愛の神様」の星座を求めるプログラムは，ありふれた表現として，創作性がなく，著作物とはいえない
（省略）
(ｷ) メインメニュープログラムのモジュールの選択・配列
原告が，創作性の根拠として主張する点は，モジュールの構成，ユーザー関数の定義，タイトルロゴ画像を表示させること，メインメニュープログラムからメニュー項目の一つを選択し，「０〔恋神メニューへ〕」を選択することで回帰的にメインメニュープログラムが再実行されるように記述されていること，メニューを一層化していること，占いの種類及び占い事項の中から一定のものを選択していること，占い以外の項目としてプレゼント等を選択していることなどであるが，これらは，アイデアというべきである。同プログラムに，表現上の特徴部分はない。
したがって，著作物とはいえない。
（省略）
(ｺ) メインメニュープログラム
原告は，「②恋愛の神様」のプログラムの一部を構成するメインメニュープログラム（index.php3）は，「②－１旧恋愛の神様」のメインメニュープログラム（main.c）との類似する部分（各種初期化処理，メニュー表示データの定義，表示開始，ロゴ画像の表示，メニュー表示，表示終了）について，その表現に創作性があると主張する。しかし，「②恋愛の神様」中の原告の主張に係る部分は，創作性のある部分といえないのみならず，前者と後者とは，その表現上の本質的な特徴部分において共通するものではない。
したがって，原告の主張は認められない。
（省略）
(2) 美術（画像）の著作物性
ア 原告白黒画像について
原告白黒画像は，別紙美術対比表の３及び４の左欄のとおりであるが，原判決認定（原判決１８５頁１７行目から１８６頁２０行目）のとおり，「ルーンの書」（乙４８）に描かれたルーン文字及びルーン石の絵にかんがみて，作成者の思想又は感情が独創的に表現されているとはいい難く，創作性は認められない。
原告は，作成当時，極めて限られたスペースの携帯電話画面上に，立体的かつリアルな画像が存在することはなく，大きな技術的制約があった中での原告白黒画像の創作性は大きいと主張するが，原告主張の点は，画像表現の創作性に関するものでなく，著作物性についての判断を左右しない。
イ 原告カラー画像について
原告カラー画像は，別紙美術対比表の１及び２の左欄のとおりであり，原告白黒画像に着色を施し，ルーン文字及びルーン石に影を付けたものである。これに伴い，背景色が付加され，ルーン石同士で同じ色の組合せが生じないようにし，ルーン文字が石に刻まれたような印象がより鮮明になったとはいえるが，ルーン石やルーン文字の形状は原告白黒画像と変わるところがなく，また，配色のしかたについても，特段の創意があるとまではいえない。そうすると，画像の表現そのものに，「ルーンの書」に描かれたルーン石の絵や原告白黒画像を離れて，創作が加えられたと評価することはできないから，原告カラー画像に著作物性は認められない。
ウ したがって，原告白黒画像及び原告カラー画像に著作物性は認められない。
 [image: image1.emf]
（４）大道芸研究会事件
東京地裁平成２４年１２月２７日判決（平成２２年（ワ）第４７５６９号）
当事者
ア 原告は，昭和６０年に大道芸研究会の会員となった後，平成２２年３月末日，大道芸研究会を退会した（甲１５，弁論の全趣旨）。
イ 被告は，大道芸研究会の会員である。
事案の概要
本件は，「大道芸研究会」と称する団体（以下，単に「大道芸研究会」という。）の元会員である原告が，原告が開設し，管理していた「大道芸研究会」と題するウェブサイト（以下「本件ウェブサイト」という。）の別紙原告画面目録１ないし７記載の各画面（以下「本件各画面」と総称し，それぞれを「本件画面１」，「本件画面２」などという。）及びそのソースコード（ＨＴＭＬソースコード）は，原告を著作者とする著作物であり，大道芸研究会の会員である被告が，別紙被告画面目録１ないし７記載の各画面（以下「被告各画面」と総称し，それぞれを「被告画面１」，「被告画面２」などという。）を作成し，自己の管理するウェブサイト（以下「被告ウェブサイト」という。）に掲載した行為は，上記著作物について原告が保有する同一性保持権（著作権法２０条１項）を侵害する行為に該当し，仮にそうでないとしても，被告の上記掲載に至る一連の行為は原告の法的保護に値する利益を侵害する一般不法行為を構成する旨主張して，被告に対し，損害賠償の支払を求めた事案である。
争点１（同一性保持権侵害の成否）について
(ア) 本件画面１について
ａ 本件画面１は，別紙原告画面目録１のとおり，画面上中央に「大道芸研究会」と太文字のタイトルを配置し，そのタイトルの下に更新内容の掲載欄を配置し，画面中央やや上に，「都合によりしばらくメールの送受信ができません。お急ぎの方は，下記へご連絡をお願いします。」と記載した文章及び横長の長方形の枠内に大道芸研究会・事務局への連絡先を掲載し，画面下中央部に写真の画像を掲載し，全体の背景に花柄模様の画像を使用したものである。
上記写真の画像は，大道芸研究会の会員のＣが撮影した写真を素材とするものであり（甲９，原告本人），また，前記ア認定のとおり，文字のフォントや背景の画像は，フロントページエクスプレスに添付のもの又は原告以外の第三者が作成したものを素材とするものであるから，これらの素材自体は，原告の著作物であるとはいえない。
ｂ 原告は，本件画面１の画面構成は，画面上中央に「大道芸研究会」と黒い太文字のタイトルを，タイトルの下に更新内容の掲載欄を，画面中央やや上，赤色の四角い枠内に大道芸研究会・事務局への連絡先を掲載した点，タイトルの背景は桃色で電話とＦＡＸ欄の背景は黄色
である点，画面下中央部に大きく写真を貼っている点，背景に花柄模様の画像を使用している点において，原告の思想又は感情を創作的に表現したものであり，画面全体として創作性がある旨主張する。そこで検討するに，著作権法が保護の対象とする「著作物」は，「思想又は感情を創作的に表現したもの」（同法２条１項１号）をいい，アイデアなど表現それ自体でないもの又はありふれた表現など表現上の創作性がないものには，同法による保護は及ばない。
ところで，団体に関する各種の情報を掲載し，広報等の目的で開設された団体のウェブサイトのホームページ（ウェブページ）の画面構成においては，①団体名を画面の上に太文字で配置すること，②各ページの掲載内容を示すタイトル欄をページごとに設けること，③各記載内容にタイトルを設けること，④タイトルを枠や図形の中に配置すること，⑤画面上に，各種の大きさの枠を設けてその中に，あるいは枠を設けずに，更新内容，団体の連絡先，団体の説明，団体の活動内容及び入会に関する情報等の団体のホームページとして必要な内容を掲載すること，⑥写真を中央に大きく掲載したり，小さめの写真複数枚を並べて掲載すること，⑦写真に近接して写真の説明等を配置すること，⑧画面内に他のページへのリンクの案内ボタンを複数並べて配列し，あるいは，単独で配置すること，⑨図柄の背景や単色の背景を使用すること，⑩文字・枠・背景に各種の色や柄を用いることは，いずれも一般的に行われていることであり（乙１１ないし１５，弁論の全趣旨），ありふれた表現であるといえる。
しかるところ，原告が本件画面１に表現上の創作性があることの根拠として挙げる上記諸点は，上記①，⑤，⑥，⑨及び⑩のとおり，団体のウェブサイトのウェブページの画面構成としては，一般的なものであって，ありふれたものであり，表現上の創作性があるものと認めることはできない。また，原告が挙げる本件画面１の色合いの点については，これを認めるに足りる証拠はない（本件においては，モノクロの書証しか提出されていない。）。
したがって，原告の上記主張は，理由がない。
(イ) 本件画面２について（以下略）
(2) 争点１－２（本件ソースコードに係る同一性保持権侵害の成否）について
ア 本件ソースコードの著作物性について
原告は，本件ソースコードは，別紙２－１記載のとおり，原告の思想又は感情を創作的に表現したものであり，全体として，原告を著作者とするプログラムの著作物（著作権法１０条１項９号）に該当する旨主張する。
そこで検討するに，プログラムを著作権法上の著作物として保護するためには，プログラムの具体的記述に作成者の思想又は感情が創作的に表現され，その作成者の個性が表れていることが必要であると解される。
しかるところ，本件ソースコードは，原告がフロントページエクスプレスを使用して本件各画面を作成するに伴ってそのソフトウェアの機能により自動的に生成されたＨＴＭＬソースコードであって，原告自らが本件ソースコードそれ自体を記述したものではないこと（原告本人，弁論の全趣旨）からすると，本件ソースコードの具体的記述に原告の思想又は感情が創作的に表現され，その個性が表れているものとは認められない。
したがって，原告の上記主張は，理由がない。
イ まとめ
以上のとおり，本件ソースコードは原告の著作物に該当するものと認められない。
したがって，その余の点について判断するまでもなく，原告の本件各画面に係る同一性保持権侵害の不法行為に基づく損害賠償請求は理由がない。
３　仏画：仏画事件（東京地裁判決平成２４年１２月２６日）

【事案の概要】
　仏画家であるＦ氏の相続人である原告らが、被告（仏画家であり、山梨県北杜市で美術館を開設し、自ら制作した仏画等を展示している。）に対し、被告仏画１及び被告仏画２はＦ氏の制作に係る原告仏画１（国法又は重要文化財として指定されている仏画又は曼荼羅を原図として、これを復原する意図で制作されたもの）及び原告仏画２（Ｆ氏のオリジナル仏画）を複製又は翻案したものであるから、被告各仏画を販売し、頒布し、展示し、又は被告各仏画を使用した書籍、パンフレット、塗り絵用下絵、ホームページ画像を制作することは、原告各仏画の著作権（複製権、譲渡権、展示権又は著作権法２８条に基づく二次的著作物の利用に関する原著作者の権利）を侵害すると主張

⇒
①　著作権法１１２条に基づき、被告各仏画の販売、頒布、展示の差止め、これらの仏画を使用した書籍等の制作の差止め及び同書籍等の破棄を求めるとともに、
②　著作権侵害及び著作者人格権侵害の不法行為責任に基づく損害賠償として、原告らそれぞれ約９２２万円（４名合計約３６８９万）及び遅延損害金の支払いを求め、
さらに、被告が、原告各仏画を無断で複製又は改変した上、これを被告の作品であると主張して展示等した行為は、Ｆ氏の著作者人格権の侵害となるべき行為であると主張し、
⇒Ｆ氏の死後における人格的利益の保護のための措置（著作権法６０条、１１６条１項、１１５条）として、謝罪広告の掲載を求める事案である。

【裁判所の判断】～複製又は翻案

（１）原告仏画１について

ア　「原告仏画１は，いずれも国宝又は重要文化財として指定されている仏画又は曼荼羅を原図とし，これを復原する意図で制作されたものであり，Ｆ氏が，既存の著作物である原図１ないし１０に依拠し，各原図においてその制作者により付与された創作的表現を，その制作当時の状態において再現・再製するべく制作したものであると認められる。」

イ　「原告仏画１において，各原図の制作者によって付与された創作的表現ないし表現上の本質的特徴が直接感得できることは，当然に予定されているものというべきであるところ，これに加えて，原告仏画１に，各原図における上記創作的表現とは異なる，新たな創作的表現が付加されている場合，すなわち，復原過程において，原図の具体的表現に修正，変更，増減等を加えることにより，Ｆ氏の思想又は感情が創作的に表現され，これによって，原告仏画１に接する者が，原告仏画１から，各原図の表現上の本質的特徴を直接感得できると同時に，新たに別の創作的表現を感得し得ると評価することができる場合には，原告仏画１は，各原図の二次的著作物として著作物性を有するものと解される。その一方で，原告仏画１において，各原図における具体的表現に修正，変更，増減等が加えられているとしても，上記変更等が，新たな創作的表現の付与とは認められず，なお，原告仏画１から，各原図の制作者によって付与された創作的表現のみが覚知されるにとどまる場合には，原告仏画１は，各原図の複製物であるにとどまり，その二次的著作物としての著作物性を有することはないものと解される。」
ウ　原告仏画１（１０）について

「外金剛部院の更に外側に描かれている外縁装飾（牡丹に似た花と葉の集まりや，角部に描かれている，蝶結び様の部分から伸びる鱗状の模様などの部分）については，Ｆ氏が参照したとされる「高雄曼荼羅の研究」（甲９１）においても，言語表現による説明がなされ，かつ，原図１０に残存する，ごく一部の線描が映し出された写真（図版７１）が掲載されているのみであり，その具体的形状を把握することは困難であると認められる。上記写真が，原図１０において比較的損傷の少ない部分を，紫色フィルターの使用により明瞭に映し出したものとされていること（甲９１の７２頁）に鑑み，原図１０からも，上記文献以上の情報を得ることはできないものと解されるのであって，上記の外縁装飾については，依拠することのできる資料は存在せず，Ｆ氏が独自に描いたものであると認められる。
また，原図１０や三本両部曼荼羅集その他参考資料からも，各尊の微妙な位置関係，線の太さ，各尊の光背のバランス，文様帯の太さ，文様帯の中に文様をどのような大きさで何個描き込むか，背景をどの範囲でどの程度描き込むかなどは明らかではなく，これらは，Ｆ氏がその感性に基づき決定し，原告仏画１（１０）において均質な美しさを感じ取ることができるよう描いたものであると認められる。
原告仏画１（１０）は、これらの要素が集合し，一枚の曼荼羅を構成しているものであり，上記各要素において表れているＦ氏の独自の表現が集合することにより，原告仏画１（１０）からは，均質かつ統一的で精緻な美しさと，壮大な世界観を感得することができるものというべきである。また，原図１０の損傷が激しいことに鑑み，原告仏画１（１０）における上記表現が，原図１０の制作者によって付与された創作的表現の範囲内にとどまるものであるとは認め難い。
そうすると，原告仏画１（１０）には，上記のような点において，Ｆ氏の思想又は感情が独自に表現された部分があり，原図１０に創作性を付加した部分を認め得るものであって，この点において，原図１０の二次的著作物としての著作物性を認め得るものと解される。」
エ　被告仏画１（１０）について

「被告仏画１（１０）は、諸尊の間隔が全体的に原告仏画１（１０）よりもやや広く（甲８１ないし８５），侍仏の配置においても，原告仏画１（１０）と異なる点があると認められる（甲８３，蓮華部院）。また，被告仏画１（１０）においては，虚空蔵院と持明院との間の文様帯が描かれておらず（甲８１，８４，８５），文様の数，配置も原告仏画１（１０）とは異なっており（甲８２ないし８５），文様自体を見ても，例えば，釈迦院と遍知院の間の文様（東方初門の北方のもの）において，そのつながり方が異なるなど（甲８３），原告仏画１（１０）とは相違する点があることが認められる。さらに，外縁装飾については，原告仏画１（１０）が，北方及び南方において，それぞれ，花と葉の集合体を３個描いているのに対し，被告仏画１（１０）はそれぞれ４個描いており，具体的な模様を見ても，花や葉の付き方等において異なるものであることが認められる（甲８１ないし８５）。
被告仏画１（１０）は，これらの点において原告仏画１（１０）と相違することにより，原告仏画１（１０）において著作物性が認められる部分につき，原告仏画１（１０）とその表現において実質的に異なるものとなっているというべきであり，原告仏画１（１０）を有形的に再製したものとは認められない。
したがって，被告仏画１（１０）は原告仏画１（１０）を複製したものに当たらない。」
「なお，被告仏画１（１０）は，（略）原告仏画１（１０）の創作的表現と認められる部分と多くの点で異なるものであり，原告仏画１（１０）の創作的表現部分の本質的特徴を直接感得することができないものであるから，原告仏画１（１０）を翻案したものにも当たらない。」
⇒原告仏画１の著作権に基づく原告らの請求は、理由がない。

（２）原告仏画２について（一部のみ引用）
ア　「原告仏画２（１２）は勢至菩薩を描いた白黒画であり，黒色の背景の中に，胸の前で合掌し，雲に乗った蓮華座の上に立つ勢至菩薩が描かれている。勢至菩薩の光背や着衣には細かな模様が描かれており，両肩に掛けた天衣は，膝の付近で交差した後，持ち上がって腕に掛かり，その後，足下の蓮華座の上で翻ってたなびいており，腕の装飾品から伸びる帯状の布のたなびきとも相俟って，画に動きが与えられている。光背の後ろには放射光が描かれており，背景には花びらが舞い散っている。色彩は白黒であるが，背景や光背，着衣や装飾品に微妙な濃淡が付されることにより，光背の荘厳さや着衣の華やかな様子などが表現されている。顔はやや横長で，静かに目を伏せているように感じられ，合掌している両手の表情とも相俟って，静かな祈りが感じられるものとなっている。
　これらにより，原告仏画２（１２）は，繊細な美しさや，華やかな神々しさとともに，勢至菩薩の静かな祈りが伝わってくるものとなっており，このような点に，原告仏画２（１２）の創作性を認めることができる。」

イ　被告仏画２（１２）は彩色画であり，菩薩の姿態，印相，着衣の流れ，装飾品の形状は原告仏画２（１２）とほぼ同一であり，とりわけ，天衣のたなびき方や体に巻かれた着衣の形状，首や腕に着けられた装飾品，瓔珞の流れなどは，原告仏画２（１２）と細部に至るまでほぼ同一であるということができる。また，天衣に描かれた模様は原告仏画２（１２）とほぼ同一であり，光背の形や描かれた模様も類似するものであると認められる。
　被告仏画２（１２）における菩薩の顔は，原告仏画２（１２）よりもやや縦長であり，眼もやや開いた印象を受けるが，合掌している両手の表情とも相俟って，原告仏画２（１２）と同様に，静かに祈っているように感じられるものとなっている。
他方，被告仏画２（１２）には，黄色，緑，朱色などを基調とする，くすんだ色調の彩色が施されている上，被告仏画２（１２）には，放射光や背景の花びらは描かれておらず，蓮華座の下の雲も描かれていない。これらにより，被告仏画２（１２）は，原告仏画２（１２）と比して華やかさや神々しさは弱まって感じられるものとなる反面，菩薩と光背に焦点を当て，より落ち着いた印象が感じられるものとなっているということができる。」

ウ　以上のとおり，被告仏画２（１２）は，原告仏画２（１２）とその構図が同一である上，その着衣の流れや装飾品など，菩薩の繊細な美しさを表現する要素が細部に至るまで同様の表現で描かれているものであり，また，顔の表情や手の動きから静かな祈りが共通して感じられることにより，被告仏画２（１２）からは，原告仏画２（１２）から感得される，繊細な美しさや，勢至菩薩の静かな祈りの様が感得できるものというべきである。他方，被告仏画２（１２）において，全体の色調や，放射光，散華，雲の省略等により，菩薩と光背に焦点が当てられ，より落ち着いた印象を与えるものとした点は，被告によって新たに付加された創作的表現に当たるということができる。」

エ　以上によれば，被告仏画２（１２）は，原告仏画２（１２）の表現上の本質的特徴を直接感得することのできる別の著作物に該当するものであり，原告仏画２（１２）を翻案したものに当たる。他方，上記のとおり，被告仏画２（１２）は，原告仏画２（１２）の具体的表現に大きく変更を加えたものであるから，原告仏画２（１２）と表現上実質的に同一のものであるとはいうことはできず，原告仏画２（１２）を複製したものには当たらない。」

⇒被告仏画２（１２）等について原告仏画２を翻案したものに当たるとし、被告によるＦ氏による許諾の主張を排斥して、当該被告仏画の販売、頒布、展示の差止め、当該仏画を使用した書籍等の制作の差止め及び同書籍等における当該仏画の掲載箇所の抹消等を認めた
。

【参考図画】
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４　書式等

１）ｅｃｏ検定eラーニング事件
知財高裁平成24年12月11日判決（平成24年（ネ）第10061号）
第一審東京地方裁判所平成24年6月26日判決（平成22年（ワ）第33497号）
（１）事案の概要
原告１：株式会社ＩＡＣ
（経営、販促等のコンサルティング業。以下「原告１」という。）
原告２：株式会社ブルーベア
（学習教材の開発、出版業。以下「原告２」という。）
被　告：株式会社エフジス都市研究所
（土地の利用、景観、環境等に関する調査等を業とする。）
ア　東京商工会議所は、「ｅｃｏ検定」という資格試験を実施している。
イ　原告ら、被告及び株式会社同友館は、平成２１年１月、ｅｃｏ検定受験者のためのeラーニング講座「ｅｃｏ検定最短合格講座」（以下「本件商品」という。）を制作販売するため４者間契約（以下「本件契約」という。）を締結した。
ウ　本件契約では、原告１が本件商品全体のコーディネートを、原告２が本件商品のシステムの作成を、被告が問題及び解説の原稿（以下「本件原稿」という。）の作成をそれぞれ担当し、同友館がこれを販売するものとされていた。
エ　本件契約には、被告が作成する原稿について次のような条項（以下「本件条項」という。）が存在した。
「丁（註：被告のこと）が作成した本件商品の原稿データの著作権は丁が保有する。それと同時に他の類似物の著作権に関わらないように丁は作成しなければならない。」
オ　被告は、章ごとに執筆担当者を決めて執筆を依頼し、執筆担当者が完成させた原稿を原告２に納品した。
カ　本件製品の販売が開始されたが、発売後２か月の販売実績は１件であった。
キ　その後、原告２は、納品された原稿のうちにウィキペディアの記載を転用した部分があることを発見し、これを被告に通知した。被告は、当該部分の執筆者から訂正済み原稿の提出を受け、これを原告２に納品した。
ク　原告らは、被告は本件条項に基づき「第三者の著作権を侵害することなく本件原稿を作成する義務」を負っており、被告はこれに違反したとして、損害賠償を求めて訴えを提起した。
ケ　第一審は請求棄却。控訴審も控訴棄却。
（２）本件原稿においてウィキペディアの記載を転用した部分の内容
①環境関連法令などの目的・由来や成立の経緯等
②法令の内容や定義
③化学物質等の定義，特性・特質，用途，影響
④統計や数値，客観的な事実
⑤書籍の著者や概要
⑥その他環境用語の定義
等であって、図表などを用いることなく簡潔に記載したもの
（３）第一審における争点
本件原稿における上記（２）に列挙した部分が、第三者の著作権を侵害したといえるか。
→ウィキペディアの上記（２）に関する記述の部分に著作物性があるか。
（４）第一審の判断
結論：本件原稿のウィキペディアの記載を転用した部分は、第三者の著作権を侵害していない。
ア　原告らが類似性を指摘するインターネット上の記事（ウィキペディアの記事等）は，いずれも環境関連の法令を中心としてそれに関連する物質や事象，事実等についての解説及び説明を掲載したものであると認められ，本件商品もｅｃｏ検定対策として，受講者に合格に必要な知識を身につけさせることを主眼としているものであるから，その記載内容は自ずと類似せざるを得ない。
イ　そして，著作権法は，創作的な表現を保護するものであるから，既存の著作物に依拠して創作された著作物が思想，感情若しくはアイデア，事実若しくは事件など表現それ自体でない部分又は表現上の創作性がない部分において，既存の著作物と同一性を有するにすぎない場合には，複製権侵害とも翻案権侵害ともいえない。
ウ　本件商品のような教材では，事実そのものを記載するだけでなく，関連する法令や運用，概念の意味内容を整理して説明したり，これらから当然に導かれる一般的な解釈や知見，実務上の運用，歴史的事実等を解説し，それらを踏まえた見解を記述することが不可避であるが，既存の著作物やこれに依拠して創作された著作物の同一性を有する部分がこれらの法令や事柄から当然に導かれる事柄であったり，客観的事実についての摘示・説明にすぎない場合やありふれた表現の場合には，個性を表出することができず，表現上の創作性のない部分というべきであり，創作的に表現した部分において同一性を有するとはいえないから，これらの説明や解説等が独自の観点からの説明や解説，あるいは整理要約がなされていたり，個性的な表現があるといった場合でないかぎり，既存の著作物の複製権あるいは翻案権侵害には当たらないと解される。
エ　そこで，原告らが著作権侵害を主張する別紙著作対比表の「原稿…」と「著作物」の欄の表現についてみると，いずれも〔１〕環境関連法令などの目的・由来や成立の経緯等…，〔２〕法令の内容や定義…，〔３〕化学物質等の定義，特性・特質，用途，影響…，〔４〕統計や数値，客観的な事実…，〔５〕書籍の著者や概要…〔６〕その他環境用語の定義…を図表などを用いることなく簡潔に記載したものであり，これらの表現は，誰が書いても同じような表現となる，あるいはありふれた表現であるといわざるを得ず，独自の観点からの説明や解説がなされているとか整理要約がなされていたり，個性的な表現や創意工夫があると認めることはできない。
オ　そうすると，本件原稿に，別紙著作対比表の「著作物」欄の表現を引用している部分があるものの，これらが，第三者の著作物の著作権を侵害していると認めることはできない。
（５）控訴審において追加された原告の主張
例えば…「ダイオキシン」に関する記載についてみると，執筆者の主観ないし考えによって結論が異なることが示唆されており，表現の幅が広がることにより創作性が肯定される。
（６）（５）に対する控訴審の判断
原告ら指摘の上記記載は，用語の解説や，化学物質の特性，人体に対する影響等についての一般的な知見に関する部分であって…，仮に執筆者の主観ないし考え，あるいはこれに基づく結論に幅があり得るとしても，それ自体は思想，感情若しくはアイデアなど表現それ自体でない部分であり，表現自体が創作性のない既存の著作物と同一性を有するにすぎない場合に著作権侵害が成立しないことに変わりはない。
（７）ウィキペディアのダイオキシンに関する記載（引用）

２）司法書士試験受験対策本事件
東京地裁平成24年9月28日判決（平成23年（ワ）14347号）
（１）事案の概要
原告：株式会社東京リーガルマインド
被告：Ｙ
ア　被告は、原告の司法書士試験対策講座の講師（業務委託）として、約16年間稼働していた。
イ　原告と被告との業務委託契約においては、被告が委託業務を遂行する過程で作成した著作物について、被告はその著作権を包括的に原告に譲渡する旨の規定があった。
ウ　被告は、講義用のレジュメ等（以下「本件講義ノート」という。）を作成し、自己が講師を務める講義でこれを使用していた。
エ　同レジュメは、受講生の評判が高かった。
オ　Ｙは、原告との業務委託契約を更新せず、自ら司法書士試験対策講座を始め、そこで本件講義ノートを販売する等していた。
カ　原告が、被告による本件講義ノートの販売は、原告の著作権を侵害するとして、販売等の差し止め及び損害賠償を求めて本訴訟を提起した。
キ　請求は棄却。
（２）本件講義ノートのうち創作性が争われた部分（一部）
※本判決には、別紙対比表１ないし１５があるが、公表されていないため、本項の内容は判決本文中の記載から推測したものである。

（３）創作性に関する裁判所の判断
結論：上記部分に創作性はない。
ア　著作権法は，著作権の対象である著作物の意義について，「思想又は感情を創作的に表現したものであって，文芸，学術，美術又は音楽の範囲に属するものをいう」（著作権法２条１項１号）と規定しているのであって，当該作品等に思想又は感情が創作的に表現されている場合には，当該作品等は著作物に該当するものとして同法による保護の対象となる一方，思想，感情若しくはアイデアなど表現それ自体ではないもの又は表現上の創作性がないものについては，著作物に該当せず，同法による保護の対象とはならない。そして，当該作品等が，「創作的」に表現されたものであるというためには，厳密な意味で作成者の独創性が表現として現れていることまでを要するものではないが，作成者の何らかの個性が表現として現れていることを要するものであって，表現が平凡かつありふれたものである場合には，作成者の個性が表現されたものとはいえず，「創作的」な表現ということはできないというべきである。
イ　…原告書籍は，司法書士試験合格を目指す初学者向けのいわゆる受験対策本であり，同試験のために必要な範囲で民法の基本的概念を説明するものであるから，民法の該当条文の内容や趣旨，同条文の判例又は学説によって当然に導かれる一般的解釈等を簡潔に整理して記述することが，その性質上不可避であるというべきであり，その記載内容，表現ぶり，記述の順序等の点において，上記のとおり民法の該当条文の内容等を簡潔に整理した記述という範囲にとどまらない，作成者の独自の個性の表れとみることができるような特徴的な点がない限り，創作性がないものとして著作物性が否定されるものと解される。
ウ　上記記述は，内容において，該当条文（ここでは民法３２条）の規定内容，趣旨，効果等として一般的に理解されるところを記載したものにすぎない。また，表現ぶりにおいても，簡潔かつ平易な表現であるということができるものの，…原告書籍の性質上，このような表現ぶりは，ありふれたものであるというべきである。さらに，その記述の順序をみても，失踪宣告取消に関する原則論について述べた上で，上記原則を貫いた場合に生じる不都合について述べ，上記原則の修正としての例外規定の内容及び具体例について述べたものであり，格別の特徴があるものとはいうことができない。また，上記説明において具体例を挙げることも，原告書籍の性質上ありふれたものであるところ，上記具体例の内容をみても，父の失踪宣告が取り消された場合において，子が失踪宣告により得た相続財産１０００万円中，残存５００万円，生活費３００万円，競馬等の遊興費２００万円のどの範囲を現存利益として返還すべきかを示すというものであり，上記具体例の内容に，「１０００万」を長方形で囲み，財産の流れを矢印で示すなどという表現上の工夫点を加えて見たとしても，独自の工夫といえる点はなく，ありふれたものというべきである。
エ（太字、アンダーライン、枠組、矢印及びイラストの使用等について）
強調のために太字，アンダーライン等を使用し，区切りやまとまりを示すために枠囲みや矢印を使用するということ自体はありふれたものである。また，…どの部分を重要であると考え，強調するかという点は思想又はアイデアに属するものであると考えられる上，これを表現であるとみたとしても，原告書籍の性質上，その記述の一部を強調するということはありふれたものであるというべきである。また，どの部分を強調するかという強調部分の選択においても，一般に重要であると解されるところを選択したものにすぎず，特段，特徴的なところは見いだせない。区切り，囲みについても同様であり，問題意識，理由付け，結論等，それぞれ分けることができると考えられる部分を区切り，又は一定のまとまりがあると考える部分を囲むということ自体は思想又はアイデアに属するものであると考えられる上，これを表現であるとみたとしても，その選択及び方法に特徴的なところは見出すことができない。イラストの使用についてみても，原告書籍のイラストは，いずれも，市販のソフトウェアに収録されたイラスト素材データを使用したものであって，その著作権は，当該収録データの制作者又はソフトウェア販売者に帰属するものと認められるから，当該イラストの具体的表現（対比表１において，苦笑しているような表情の男性の顔が描かれているもの）が，原告書籍の著作物性の根拠となるものとは認められない。具体的表現を離れたイラストの表示（当該位置にイラストを挿入するということ）自体は思想又はアイデアに属するものであるというべきであり，やはり，著作物性の根拠となるべきものとは認められない。人物のイラストの横に楕円を付し，人物の台詞とみられる文章（対比表１において，「なんや，オヤジ，生きとったん・・・」との文章部分）を挿入することも，ありふれたものというべきであり，上記文章の内容も，具体例の内容に沿った，ごく短いものであり，個性の現れとみることのできるものではない。
３）取扱説明書事件　
大阪地方裁判所平成23年12月15日判決・平成22年（ワ）11439号
（１）事案の概要
原　告：ニューメディカ・テック株式会社
被告１：ニューメディカ・テック販売株式会社（以下「被告１」という。）
被告２：株式会社大倉（以下「被告２」という。）
ア　原告の代表取締役は、浄水器に関する特許権を有している。原告は、浄水器に関する意匠権及び指定商品を「家庭用浄水器、浄水装置」等とする登録商標を有している。
イ　被告１は、原告が製造する浄水器の販売を目的として設立された会社である。被告１は、原告との間で、平成１９年６月、販売総代理店契約を締結し、原告が製造する浄水器の販売を開始した。
ウ　その後、被告らは、自己が製造する浄水器を販売するようになった。
エ　本事案は、原告が、被告らに対し、被告らが製造販売する浄水器に添付されている説明書（以下「被告説明書」という。）は、原告の製造販売する浄水器に添付されている説明書（以下「原告説明書」）の著作権を侵害するとして、被告らの説明書の頒布等の差し止め及び損害賠償を求めたものである。
オ　請求は棄却。
なお、原告と被告らの間には、この浄水器に関し、本事案を含め全部で４つの訴訟が提起されている。他の訴訟は次のとおり。
(a) 特許権侵害訴訟：
原告の代表取締役が、被告に対し、被告らの浄水器の製造・販売が、原告の代表取締役の浄水器に関する特許権を侵害するとして損害賠償等を求めたもの
→請求棄却（被告の浄水器は上記特許権の技術的範囲に属さない。）
(b) 商標権侵害訴訟：
原告が、被告に対し、被告らが被告らの浄水器に原告の登録商標を付して販売する行為が原告の商標権を侵害するとして損害賠償等を求めたもの
→請求一部認容
(c) 意匠権侵害訴訟：
原告が、被告に対し、被告らの浄水器の製造・販売が、原告の浄水器に関する意匠権を侵害するとして損害賠償請求等を求めたもの
→請求一部認容
（２）争点
①　原告説明書は編集著作物か。
②　原告説明書は全体として著作物性があるか。
③　原告説明書の各ページに著作物性があるか。
原告は、被告説明書は原告説明書のデッドコピーであると主張しているところ、被告らはこれをおおむね認めている。
（３）裁判所の判断
争点①（原告説明書の編集著作物性）について
結論：原告説明書は編集著作物ではない。
ア　編集著作物とは，「編集物で，素材の選択又は配列によって創作性を有するもの」であるから（著作権法１２条１項），編集著作物として著作権法の保護を受けるためには，素材の選択，配列に係る具体的な表現形式において，創作性のあることが必要である。
イ　もっとも，本件のような製品の取扱説明書においては，その性質上，次のような内容や表記方法が要求され，かつ，広く採用されていると考えられる。したがって，製品の取扱説明書に係る編集著作物性を判断するにあたっては，これらの内容や表記方法は，原則としてありふれた表記であるということができる。
(ア) 製品の概要（機能，構造，部品やその名称），取扱方法，発生しうるトラブルやその対処方法，注意ないし禁止事項などを，文章や図面・イラストによって説明する。
(イ) 説明内容を示すタイトルを付けたり，説明内容の重要度に応じて，文字の大きさや太さに変化を付ける，強調のための文字飾りを付す，注意を促すマークを付すなどする。
(ウ) 説明内容を理解しやすくするため，説明文の近くに，製品を簡単にデフォルメしたイラストや，製品そのものの写真を掲載する。
ウ　原告は，原告各取扱説明書に表現された創意工夫として，① 図面，記号，マーク，具体例の使用，② 各種団体公認の表記，③ 取扱説明書の趣旨及び安全上の遵守事項の記載の先行，④ 文字サイズ，文字飾り，インパクトのある単語，マークによる強調，⑤ イラスト図面・記号の使用，記載場所，大きさ等の工夫を挙げる。
しかしながら，取扱説明書においては，一般に，わかりやすく伝える，安全性を図るといった点が要求されるため，前記(１)イのような内容・表記が広く採用されているものであるから，上記①，④，⑤の工夫は，通常行われているありふれたものといえる。また，上記①及び④と，⑤のうち記載場所以外の要素は，既に選択・配列された要素に係る表記上の工夫であって，そもそも，「素材の選択」にも「素材の配列」にも該当しない。
また，上記②については，原告各製品のアピールポイントの１つであるが，アピールすべきポイントが限られると，これらの要素を取扱説明書に記載する素材として選択することやその配列は，自ずと限定されることになり，創作性があるとは認められない。
さらに，上記③については，設置方法，使用方法，取扱説明書の趣旨（取扱説明書の説明），安全上の遵守事項を，どのような順序で配列するかについてであるが，まず，取扱説明書の趣旨が最初に述べられることは当然である。取扱説明書の中心となるべき，設置方法と使用方法については，製品は使用の前に設置する必要があることから，上記の順に配列されるべきである。安全上の遵守事項の記載位置については選択の余地があるが，通常，設置方法，使用方法の前か後という選択しか考えられず，しかも，その内容が重要であることから，前に記載されることはむしろ普通であると考えられる。したがって，原告各取扱説明書について，その順序に原告の権利を発生させるような創作性は認め難い。
争点②（原告説明書全体の著作物性）について
原告が，原告各取扱説明書全体が著作物であるとする根拠は，個々の表現において，インパクトのある表現，わかりやすい表現，読み手の注意を惹く表現が選択されているというものである。
しかしながら，原告各取扱説明書に記載されている内容は，逆浸透膜浄水器の説明，各部の名称，取扱説明書の説明，安全上の注意，設置方法，使用方法，メンテナンス，トラブル対処法，保証の範囲外となる場合についての説明である。
そして，上記各事項は客観的事実に係るものである上，原告各取扱説明書においては，これらの客観的事実について，箇条書きあるいは短い文章により，正確を期した説明がされている。そのため，その表現は，必然的にありふれたものとならざるを得ないところ，原告は，これを超える表現上の特徴が存在すること，それが創作的表現であることについて，具体的に主張しない。
したがって，原告各取扱説明書が，全体として著作物であるとは認められない。
争点③（原告説明書の各ページの著作物性）について（一部の抜粋）
ア　著作物といえるためには，具体的な表現上の創作性が必要であるところ，原告が，著作物性の根拠として，「わかりやすい」，「簡潔」といった抽象的工夫について主張している部分は，具体的な表現について述べるものではなく失当である。
イ　大きく記載すること…，ダイヤグラムの使用…，具体的適用例の列挙…は，いずれも，取扱説明書において頻繁に利用される，ありふれた表現形式である。また，浄水力，ミネラルバランス，衛生的といった単語の使用…をもって，表現に創作性があるということはできない。
なお，ＮＡＳＡで開発されたことや，アメリカ水質協会やＦＤＡ（米国食品医薬品局）に公認されていることの記載，公認団体のロゴマークの掲載…は，表現上の創意工夫について述べるものでなく，失当である。
以上
ウィキペディア（� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org）の「ダイオキシン類」の項目（平成26" �http://ja.wikipedia.org）の「ダイオキシン類」の項目（平成26�年2月15日現在のもの）より引用





ダイオキシン類


ダイオキシン類（ダイオキシンるい、Dioxins and dioxin-like compounds）は、ポリ塩化ジベンゾパラジオキシン (PCDD)、ポリ塩化ジベンゾフラン (PCDF)、ダイオキシン様ポリ塩化ビフェニル (DL-PCB) の総称である。これらは塩素で置換された2つのベンゼン環という共通の構造を持ち、類似した毒性を示す。


ダイオキシン類は塩素を含む物質の不完全燃焼や、薬品類の合成の際、意図しない副合成物として生成する。


2,3,7,8-テトラクロロジベンゾパラダイオキシン(2,3,7,8-Tetrachlorodibenzodioxin, TCDD)はダイオキシン類の中では最も毒性が高く、IARCにより「人に対する発がん性がある」と評価されている。マウスならびにラットの動物実験では催奇性が確認されている。





定義


広義のダイオキシン類に含まれる化合物は次の3種類に大きく分けられる。世界保健機関 (WHO) は、これらを合わせてダイオキシン類としている[1]。


 ポリ塩化ジベンゾパラジオキシン (polychlorinated dibenzo-p-dioxins, PCDDs)


 ポリ塩化ジベンゾフラン (polychlorinated dibenzofurans, PCDFs)


 ダイオキシン様ポリ塩化ビフェニル (dioxin-like polychlorinated biphenyls, DL-PCBs) - PCBのうちダイオキシン類特有の毒性を見せるもの


これらの定義に当てはまる化学物質の異性体は計419あるが、そのうち31に顕著な毒性がある。


ただしダイオキシン類という言葉の範囲は実際には一定していない。1998年5月まで、WHOはDL-PCBをダイオキシン類に加えていなかった。また、ジオキシン環（ダイオキシンはジオキシンの英語読みである）を持つPCDDのみをダイオキシン類とする厳密な語法もある。


しかし、ダイオキシン類という言葉の範囲に関わらず、似た毒性を示すこれら全てを合わせて論ずることが多い。そのためダイオキシン様・ダイオキシン類似 (dioxin-like) という言葉を使い、「ダイオキシン類とダイオキシン様化合物 (dioxins and dioxin-like compounds)」、あるいはダイオキシン様化学物質 (dioxin-like chemicals)、ダイオキシン様物質 (dioxin-like substances)、ダイオキシン様PCB (dioxin-like PCBs) などと言い、これら全てを含むことを明確に示す。





失踪宣告取消の効果


失踪宣告が取消されると，その宣告は初めからなかったものと扱われる


→死亡したものとみなされたことから発生した法律関係は原則，全部復元する（失踪宣告前の状態に戻す）


→相続財産・生命保険金の返還，婚姻関係の復活


→しかし


これを貫くと失踪宣告を信じていた者は不測の損害を被る


→そこで


復元に一定の制限を設ける


ａ失踪宣告を直接の原因として財産を取得した者


→「現に利益を受ける限度」で返還すればよい（３２Ⅱ）


ｅｘ．相続人・生命保険金受取人・受遺者（遺贈を受けた者）





※太字やアンダーラインで重要語句を強調したり、枠組や矢印を使用したり、イラストを使用したりしている。





※上記のような一般的な説明のほか、具体例として、父が失踪宣告を受け、子が父の財産1000万円を相続した後に父の失踪宣告が取り消されたが、その時点で子は相続財産のうち300万円を生活費として、200万円を競馬等の遊興費として費消していたという事例を掲げており、どの部分の財産が返還されるべきかを矢印等を使用して図示している。





※苦笑しているような男性のイラストを掲載し、その横にセリフとして「なんや，オヤジ，生きとったん・・・」という文を掲載している。








� 事実や事件は「思想又は感情を創作的に表現したもの」に当たらない。事実それ自体が著作権法の保護の枠外であるという原理は世界的に認められた原則（ベルヌ条約２条（８））。ｃｆ事実の伝達にすぎない雑報及び時事の報道について著作権法１０条２項参照。


� 他の者に同じ機能を有する著作物の創作の余地があるか否かという基準で創作性を捉えるべきとの指摘。


� 選択の幅がない場合→創作性無し。


� 複製にもあたらないことになろう。


� 法学協会雑誌１１９巻７号２１４頁（最高裁判所民事判例研究【田村善之】）は、原告著作物と被告著作物の双方に共通している要素を取り出し、そこが創作的な表現と認められるかということを吟味する手法を、濾過テストと呼び、その意義について述べる。


� 私見：踊りとか、ちょっとした工夫で全体的な印象（顕著な特徴、美的特性）が大きく変わるケースもあるのでは？そのようなケースにおいては、全体的総合的観察も重要と思われる。


→田村教授からは、フィギュアスケートや新体操について、応用美術・意匠権等との関係で、独占に馴染まない世界ではとのコメントあり。


� 被告作品がデットコピー又はそれと同程度のものである場合には、侵害と認定する見解もある。著作物性の強さと侵害認定の難易とを相関的に捉える見解であり、著作物と認められた場合に与えられる権利の強さに鑑みると魅力的見解である。


� 「ウォーリィを探せ」のケースを引いておられたが、趣旨は？


� 


� 損害賠償請求については、株式会社美術著作権センターの定める使用料規程を参考に、①著作権侵害について、原告ら４名それぞれ約９万円、②著作者人格権侵害について、原告ら３名にそれぞれ約３万円、③弁護士費用について原告ら３名についてそれぞれ２万円、残りの一名について１万円が認められた。なお、謝罪広告の掲載請求は認められなかった。
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